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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動画

をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・[最短最速合格ガイド]の詳細についてはラジアータインクリース[FP試験教

材]ページからご覧ください。 

 

 
  



 

 
 

 

  



【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  

ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)が、ファイナンシャル・プラ

ンニング業務を 行ううえでは関連業法等を順守することが重要である。FPの行為

に関する次の(ア)~(エ)の記述 について、適切なものには○、不適切なものには

×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)税理士資格を有していないFPが、相続対策を検討している顧客に対し、有料

の相談業務において、仮定の事例に基づく一般的な解説を行った。  

 

(イ)生命保険募集人・保険仲立人の登録をしていないFPが、一般的な生命保険商

品の商品性の概要を説明したうえで、ライフプラン設計を行い、顧客に提案し

た。  

 

(ウ)投資助言・代理業の登録をしていないFPが、特定の顧客に対し、特定企業の

公表されている決算報告書を用いて、その特定企業の株式に関する具体的な投資

時期等の判断や助言を行った。  

 

(エ)社会保険労務士資格を有していないFPが、顧客が持参した「ねんきん定期

便」を基に公的年金の受給見込み額を計算した。  

 

 

  



【答え】 

ア.適切○ 

税理士資格を持たない FPは、具体的な税務相談や税務書類の作成を行ってはいけ

ません。また、有償・無償にかかわらず税務 相談を行うことができませんが、仮

の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。  

 

イ.適切○ 

保険募集人でない FPは、保険業法により保険の募集を行ってはいけません。 

生命保険商品の一般的な説明や、ライフプラン設計を行うことは可能です。 

 

ウ.不適切☓ 

金融商品取引業者として登録を受けていない FPは、投資助言・ 代理業・投資運

用業を行ってはいけません。 

投資判断となる決済報告書、景気動向などを知らせることは投資助言とはならな

いため可能です。 

 

エ.適切○ 

社労士資格のない FPでも、顧客の公的年金の受給見込み額の計算を行うことは可

能です 。 

※年金請求手続きを業務として代行することは出来ません。 

 

 

 

 

従って、正解は【3】 

  



問2  

次のうち、特定商取引法におけるクーリング・オフ制度の対象となる取引とし

て、最も不適切なものはどれか。  

 

1.電話勧誘販売により消費者が学習教材を購入した。  

 

2.事業者が消費者の自宅を訪問し、消費者から宝飾品を買い取った。  

 

3.連鎖販売取引により消費者が化粧品を購入した(化粧品は未開封)。  

 

4.通信販売により消費者が書籍を購入した。  

  



【答え】 

1.適切○ 

電話による勧誘により購入してしまった商品は、クーリング・オフの対象となり

ます。 

 

2.適切○ 

事業者が自宅へ訪問して買い取りを行う訪問買い取り(出張買取)もクーリング・

オフの対象です。 

 

3.適切○ 

マルチ商法などの連鎖販売取引で、商品を購入した場合もクーリング・オフの対

象です。 

 

4.不適切☓ 

購入者自身で購入を決めた商品(勧誘・無理やりではない)はクーリング・オフの

対象外です。 

 

 

 

従って、正解は【4】 

  



【第2問】下記の(問3)~(問6)について解答しなさい。  

問3  

下記<資料>は、2019年12月31日時点の横川さん夫婦(翔馬さんと恵里さん)のYX銀

行 (日本国内に本店のある普通銀行)における金融資産(時価)の一覧表である。こ

の時点においてYX 銀行が破綻した場合に、預金保険制度によって保護される金融

資産の金額に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる数値を解答欄に記入

しなさい。 

 

 
 

  



【答え】 

預金保険制度による保護対象の預金として、 

普通預金・定期預金・当座預金・貯蓄預金・通知預金等 

※その他  

定期集金・掛金・元本補填契約のある金銭信託・金融債(保護預り専用に限る)な

どがあります。 

 

※確定拠出年金制度で運用されている預金も、普通預金などと同様に、預金商品

は預金保険制度による保護の対象となります。 

 

対象外の預金は、外貨預金・譲渡性預金・オフショア預金・無記名預金等は対象

外となり、投資信託も預金とは扱いません。 

 

 

決済用預金でない場合には、保護金額は 1,000万円とその利子までとなります。 

 

資料では決済用預金ではないと記述があるため、保護金額は 1,000万円までで

す。 

 

従って、 

ア）翔馬さんの場合・・・普通 145 万円＋普通 165 万円＋定期 400万円＋財形 340

万円＝1,050万円 

 

イ）恵里さんの場合・・・普通 65万円＋普通 30万円＋定期 100万円＋定期 40万

円＝235 万円 

 

 

従って、正解は【ア、1,000  イ、235】 

  



問4  

下記<資料>に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる語句の組み合わせと

して、正しいものはどれか。  

 

 
 

 
  



【答え】 

PBRは、株価が 1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標です。 

PBR(倍)=株価÷1 株当たり純資産(BPS) 

BPS(1 株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数  

・PBRが高いほど割高  

・PBRが低いほど割安  

 

YL社の場合 

3,120÷1,380円＝2.26 倍 

 

YM社の場合 

17,840円÷6,870円=2.60倍 

 

従って PBRが割安なのは YL社 

 

 

配当利回りは株価に対し、1年間でどれだけの配当を受けることができるかを示し

た数値です。 

配当利回り=1株当たり年間配当金÷株価×100  

・株価に対して何%の配当を出しているかを示します。 

 

YL社の場合 

50円÷3,120円×100≒1.60％ 

 

YM社の場合 

250円÷17,840円×100≒1.40％ 

 

従って、配当利回りが高いのは YL社 

 

従って、正解は【1 ア.YL  イ.YL】 

  



問5  

平尾さんはKA投資信託を新規募集時に100万口購入し、特定口座(源泉徴収口座)で

保有して収益分配金を受け取っている。下記<資料>に基づき、平尾さんが保有す

るKA投資信託に関する次の記述の空欄(ア)、(イ)にあてはまる語句の組み合わせ

として、正しいものはどれか。  

 

 
  



【答え】 

資料より、 

申込価格：１口当たり１円 

購入時手数料（税込み）： 

 購入金額１,０００万円未満３.３０％ 

 購入金額１,０００万円以上２.２０％ 

となっています。 

 

100万口購入した場合には、 

100万口＝100万円 

1,000万円未満となるので、購入時手数料は 3.30% 

100万円×3.30%=33,000円 

 

●分配金の中身は 2 種類あります。  

「普通分配金」は、利益が出た部分。  

「元本払戻金(特別分配金)」は、元本が戻ってきた部分。  

※分配金が元本払戻金のみの場合。 

自分が投資した元本が戻ってきたわけなので、投資した金額は戻ってきた分、減

ることになる。  

 

 

●計算方法 

収益分配前の個別元本１０,０００円だったものが、分配金として 2,500円分支払

われました。 分配後の基準価額が 9,500円ですので、元本との差額は 500円で

す。  

従って、支払われた 500円の内、購入時の元本と分配落ち後の元本(基準価額)と

の差額、500円は元本払戻金(特別分配金)で、普通分配金は 2,000円です。  

 

 

 

従って、正解は【2（ア）33,000円（イ）2,000円】 

  



問6  

下記<資料>の債券を取得日から7年後に売却した場合における所有期間利回り(単

利・年率)を計算しなさい。なお、手数料や税金等については考慮しないものと

し、計算結果については小数点以下第4位を切り捨てること。また、解答に当たっ

ては、解答用紙に記載されている単位に従うこと(解答用紙に記載されているマス

目に数値を記入すること)。  

 

 
  



【答え】 

【所有期間利回り】 

新規発行された債券またはすでに発行されている債券を購入し、償還期限の前に

途中で売却した場合の利回り  

 

●所有期間利回りの計算式 

 

  
資料より、 

表面利率：年１.３％ 

額面：１００万円 

購入価格：額面１００円につき１００.００円 

売却価格：額面１００円につき１０３.００円 

所有期間：７年 

 

1.3%＋(103-100)÷7÷100×100＝1.728% 

 

 

従って、正解は【1.728%】 

  



【第3問】下記の(問7)~(問10)について解答しなさい。  

問7  

岡さんは、8年前に相続により取得し、その後継続して居住している自宅の土地お

よび建物の売却を検討している。売却に係る状況が下記<資料>のとおりである場

合、所得税における課税長期譲渡所得の金額として、正しいものはどれか。 

 

 
 

1. 1,930万円  

2. 1,740万円  

3. 1,660万円  

4. 1,480万円  

  



【答え】 

長期譲渡所得の計算式は 

長期譲渡所得(譲渡した年の 1月 1日での所有期間が 5年以上)の金額 

=総収入金額(譲渡価格)-(取得費+譲渡費用)-特別控除額 

 

・取得費は【取得にかかった金額+設備費+改良費―減価償却費】  

・取得費が不明な場合や実際の取得費が収入金額の 5%より少ない場合は、収入金

額の 5%を取得費とすることができます。(概算取得費)  

資料より、 

・譲渡価額:5,200万円 

・取得費：不明のため概算取得費として収入金額の 5% 

・譲渡費用：200万円 

・特別控除：3.000万円 

 

＝5,200万円－(5,200万円×5％＋200万円)－3,000万円=1,740万円 

                       460万円 

 
 

従って、正解は【2. 1,740万円】 

  



問8  

大久保さんは、FPの沼田さんに不動産取引に係る消費税について質問をした。下

記の空欄(ア)~ (ウ)にあてはまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはど

れか。  

 

 
  



【答え】 

消費税の課税対象となる取引は、以下を満たしていることが必要です。 

・国内取引  

・資産の譲渡、貸付、役務の提供、サービス等の取引 

・事業者が事業として行う取引  

・対価を得て行う取引  

です。 

 

また、 

・土地の譲渡、貸付(1 か月未満の貸付け等を除く)  

・国債や株式等の譲渡  

・住宅の貸付け(1か月未満の貸付けを除く)  

・商品券、切手、印紙などの譲渡  

・利子を対価とする金銭の貸付け  

・行政手数料  

は、取引内容は消費税の課税対象だが、社会的配慮等により課税しないものと

し、非課税取引となります。 

 

 

・土地を購入し、建物を建築する場合には、土地には消費という概念がないので

非課税取引となります。 

建物の建築代金は、課税取引の対象です。 

 

・住宅の貸付と同じように、賃貸物件の家賃も非課税取引です。 

 

・住宅ローンを金融機関から借りる際には、融資事務手数料が発生します。 

これは資産の貸付となるため、課税取引です。 

 

 

従って、正解は【1.(ア)建物の建築代金 (イ)かかりません (ウ)融資事務手数

料】 

  



問9  

下記<資料>は増田一郎さんが所有する土地の登記事項証明書の一部である。この

登記事項証明書に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。  

 
 

1.株式会社TK銀行からの借入れに係る抵当権の登記が記載されている欄(A)は、権

利部の乙区である。  

 

2.増田一郎さんが債務の弁済を怠った場合、株式会社TK銀行は、債権を回収する

ためにこの土地の競売を裁判所に申し立てることができる。  

 

3.この土地には株式会社TK銀行の抵当権が設定されているが、別途、ほかの金融

機関が抵当権を設定することも可能である。  

 

4.増田一郎さんが株式会社TK銀行への債務を完済した場合、当該抵当権の登記は

自動的に抹消される。  

 

  



【答え】 

1.適切。 

権利部の乙区には、所有権以外の権利に関する事項が記載されており、抵当権の

登記も乙区です。 

権利部 

権利に関する事項 

甲区：所有権に関する事項 

→所有権の保存・移転・仮登記・差押えなどを記載 

乙区：所有権以外の権利に関する事項 

→抵当権・借地権・賃借権などを記載 

 

2.適切。 

債務を負ったものが債務不履行となった場合、金融機関等の抵当権者は、裁判所

へ申し立てることにより、担保となっている土地や不動産等を競売にかけて債権

を回収することが出来ます。 

 

3.適切。 

抵当権は該当する不動産に対して、複数設定することが出来ます。 

複数の抵当権が設定されている場合には、登記した順に優先されます。 

 

4.不適切。 

抵当権は自動的には抹消されません。債務完済後に抵当権抹消登記を行わなけれ

ばいけません。 

 

従って、正解は【4】 

  



問10  

建築基準法に従い、下記<資料>の甲土地に建物を建てる場合の建築面積の最高限

度として、正しいものはどれか。なお、<資料>に記載のない条件については一切

考慮しないこととする。 

 

 
  



【答え】 

建築面積を求める式は 

最大建築面積＝敷地面積×建ぺい率 

 

 

[建築基準法上の道路] 

・幅員が4m以上の道路。 

・幅員が4m未満の道路で、建築基準法が施行された時すでに存在し、特定行政庁

の指定により例外として認められている道路を2項道路といいます。 

 

2項道路は、道路の中心線から2m後退した線が、道路の境界線とみなされます。こ

れをセットバックと言います。 

 

セットバックした部分は建物を建てられないので、建ぺい率や容積率を計算する

際の敷地面積には算入できません。 

 

本問では甲土地・乙土地ともにセットバックを要します。 

幅員3ｍですので4m未満の2項道路ですので、道路の中心線から2m後退した線が、

道路の境界線とみなされます。 

(4m-3m)÷2=0.5m 

 

12mが0.5m後退することになり、甲土地の面積は 

16m×11.5m=184㎡ 

 

建築面積＝184×6/10=110.4㎡ 

 

 

従って、正解は【3. 110.4㎡】 

  



【第4問】下記の(問11)~(問14)について解答しなさい。  

問11  

杉野隆司さん(54歳)が保険契約者(保険料負担者)および被保険者として加入して

いる生命保険 (下記<資料>参照)の保障内容に関する次の記述の空欄(ア)~(ウ)に

あてはまる数値を解答欄に記入しなさい。なお、保険契約は有効に継続し、かつ

特約は自動更新しているものとし、隆司さんはこれまでに<資料>の保険から、保

険金・給付金を一度も受け取っていないものとする。また、各々の記述はそれぞ

れ独立した問題であり、相互に影響を与えないものとする。 

 
  



 
 

 

 

 

 

  



【答え】 

 
アキレス腱断裂などスポーツ中の事故といった急激かつ偶発的な外来の事故は、

災害入院特約に該当します。

 
災害入院特約は資料 1より、「入院 5 日目から日額 5,000円」であり、4 日間の入

院では入院給付金は支給されません。 

手術給付金として、手術 1回(10倍)ですので、 

日額 5,000×10日＝5万円 

 

ア）5 

  



 
ガン、脳卒中、急性心筋梗塞は三大疾病に該当します。 

がん、急性心筋梗塞、脳卒中により、約款で定める所定の状態と医師に診断され

たときに生前に、死亡・高度障害保険金が支払われる。 

 

三大疾病特約付き保険は保険金を受け取った時点で契約は終了し、その後に死亡

しても死亡保険金は支払われません。 

  

保険金を受け取らず、特定（３大）疾病以外の病気で死亡した場合でも、死亡原

因は問わず、死亡・高度障害保険金が支払われる。 

 

資料 1より三大疾病保障定期保険特約・疾病入院特約・成人病入院特約に該当

し、保険給付金を受けられます。

 
 



入院特約での支払い日数は「入院 5 日目から日額 5,000円」であり、14 日間の入

院では 10日分の支給を受けられますので、疾病入院特約と成人病入院特約で各 5

万円。 

 

手術 1回（40倍）が日額 5,000円×40=20万円 
 
定期保険からの支給額 

三大疾病 200万円＋疾病 5 万＋成人 5 万＋手術 20万＝230万円 

 

資料2より、ガン診断給付金100万、ガン入院給付金14万円(日額1万×14)、ガン手

術給付金20万円(手術1回)の給付金を受けられますので、計134万円 

 
資料1,2の合計金額 

230万円＋134万円＝364万円 

 

イ）364 

  



 
三大疾病保障定期保険特約では保険金を受け取らず、特定（３大）疾病以外の病

気で死亡した場合でも、死亡原因は問わず、死亡・高度障害保険金が支払われま

す。 

 

傷害特約では、災害(急激かつ偶発的な外来の事故)による死亡の際、保険金が支

払われます。 

  



 

 
 

従って資料1では 

終身150万＋定期1,200万＋三大200万＋傷害300万円 

資料2より、 

ガン以外の死亡として10万円 

 

計1,860万円 

ウ）1,860 

 

 

従って、正解は【ア）5   イ）364  ウ）1,860】 

 

  



問12  

下記<資料>は、藤原さんが契約した生命保険の契約の流れを示したものである。

この保険契約の保障が開始する日として、最も適切なものはどれか。なお、責任

開始日(期)に関する特約等はない契約であり、保険料は月払いであるものとす

る。  

 
 

1. 2019年10月10日  

 

2. 2019年10月21日  

 

3. 2019年10月27日  

 

4. 2019年11月 1日  

 

 

  



【答え】 

保険契約の申込、告知、保険料の初回払込の3つが完了した日から保険契約の責任

開始となります。 

従って、3つが完了した日は２０１９年１０月２７日です。 
 
従って、正解は【3】 

  



問13  

自動車損害賠償責任保険(以下「自賠責保険」という)に関する次の(ア)~(エ)の記

述について、 適切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。  

 

(ア)自賠責保険は、原則としてすべての自動車に加入が義務付けられており、未

加入で走行した場合は法律で罰せられる。  

 

(イ)死亡による損害に対する保険金の支払限度額は、被害者1人につき4,000万円

である。  

 

(ウ)死亡に至るまでの傷害による損害に対する保険金の支払限度額は、被害者1人

につき120万円である。  

 

(エ)自賠責保険の保険料は、取り扱う損害保険会社や共済組合によって異なる。  

 

 

  



【答え】 

ア.適切○ 

自動車損害賠償保障法の規定によって一部の例外を除き全ての車に加入が義務付

けられている強制保険です。 

未加入の場合には 1年以下の懲役または 50万円以下の罰金が発生します。 

 

 

イ.不適切☓ 

自賠責保険は対人賠償事故のみの補償で、被害者1人あたり死亡・後遺障害につい

て、３０００万円（但し、常に介護を要する重度の後遺障害については４０００

万円）が支払われ、傷害については別に１２０万円が支払われます。 

 

 

ウ.適切○ 

傷害については１２０万円が支払われます。 

 

 

エ.不適切☓ 

加入が義務付けられている自賠責保険は、保険料の決定を国が行っているため一

律料金です。 
 
  



問14  

馬場寛之さんが契約している火災保険および地震保険(下記<資料>参照)に関する

次の(ア)~(エ)の記述について、適切なものには○、不適切なものには×を解答欄

に記入しなさい。なお、保険契約の内容は適正であり、かつ有効に継続している

ものとする。また<資料>に記載のない特約等については考慮しないものとする。 

 
  



(ア)再調達価額とは、同等のものを新たに建築または購入するのに必要な金額か

ら年月経過や消耗分を差し引いた金額のことである。  

 

(イ)住宅内に保管していた時価25万円のダイヤモンドの指輪が盗難にあった場

合、補償の対象とならない。  

 

(ウ)契約の目的である建物(時価500万円)が地震により大半損となった場合、地震

保険から255万円の保険金が支払われる。  

 

(エ)馬場さんがベランダから誤って物を落とし、歩道を通行中の他人にケガを負

わせた場合の損害賠償責任について、補償の対象となる。  

 

*(ウ)は、問題不備。  

 

 

  



【答え】 

ア.不適切☓ 

再調達価額とは、万が一補償対象物件が被災等した場合に、対象と同等のものを

新築・再購入するために必要な資金のことです。 

この再調達価額から、年月経過や消耗分を差し引いた金額は「時価額」となりま

す。 

 

 

イ.不適切☓ 

貴金属、宝石等1個または1組の価額が30万円を超えるものは明記物件として個別

に申告することで補償対象となります。 

時価25万円のダイヤモンドの指輪は30万円以下であるため、個別に申請する必要

はなく補償対象です。 

 

 

ウ.適切○ 

地震保険では全損、大半損、小半損、一部損の4段階で損害の程度により保険金が

支払われます。 

大半損の場合の保険金額は60%です。 

 

資料より、建物が地震にあった場合には425万円の補償金額となっておりますの

で、支払われる保険金は 

425万円×60%=255万円 

損害の程度 保険金額（%） 

全損 100% 

大半損 60% 

小半損 30% 

一部損 5% 

 

 

エ.適切○ 

資料より、加入されている個人賠償責任特約により、日常生活上での他人に怪我

をさせてしまった場合や、他人のものを壊してしまった場合などの事故による損

害も補償されます。 

  



【第5問】下記の(問15)~(問18)について解答しなさい。  

問15  

姉尾正人さんが2019年中に支払った生命保険の保険料は下記<資料>のとおりであ

る。この場合の姉尾さんの2019年分の所得税の計算における生命保険料控除の金

額として、正しいものはどれか。 なお、下記<資料>の保険について、これまでに

契約内容の変更はないものとする。また、2019年 分の生命保険料控除額が最も多

くなるように計算すること。  

 
 

1. 38,750円  

2. 39,500円  

3. 73,250円  

4. 78,250円  

  



【答え】 

平成２４年１月１日より生命保険料控除等の制度が変更になりました。 

従来は一般生命保険料控除と個人年金保険料控除でしたが新制度では、一般生命

保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険料控除の３つになりました。 

 

・それ以前に締結した契約は 

平成 23年 12 月 31日以前に締結した生命保険の場合でも平成 24年 1月 1日以降

に契約更新・転換や特約の中途付加を行う事ができ、以降は新たな生命保険料控

除制度が適用されるため、更新後は、新たな生命保険料控除の対象となり、保障

内容ごとに上記控除（一般生命保険料控除、介護医療保険料控除、個人年金保険

料控除）に分けて控除額が計算されます。 

転換や特約の中途付加を行わなければ、引き続き、旧制度のままの控除の対象と

なります。 

 

控除額上限は旧制度では各5万円、新制度では各4万円です。 

 

・控除額上限 

 一般生命保険料控

除 

個人年金保険料控

除 

介護医療保険料控

除 

旧制度控除額: 5万円 5万円  

新制度控除額 4万円 4万円 4万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2005年は平成17年ですので、定期保険は旧制度。 

2016年は平成28年ですので、医療保険は新制度。 

 

 

 
 

定期保険の年間支払保険料は55,000万円ですので、資料より、 

55,000万円×1/4＋25,000円=38,750円 

 

医療保険では年間支払保険料は78,000万円 

78,000円×1/4＋20,000円=39,500円 

 

合計 

38,750円＋39,500円=78,250円 

 

 

 

従って、正解は【4. 78,250円】 

  



問16  

会社員の落合さんの2019年分の所得等は下記<資料>のとおりである。落合さんの

2019年分の所得税における総所得金額として、正しいものはどれか。なお、▲が

付された所得の金額は、その所得に損失が発生していることを意味するものとす

る。  

 
 

1. 610万円  

2. 630万円  

3. 640万円  

4. 660万円  

    

  



【答え】 

総所得金額の計算では、総合課税の所得を合算し、損益通算して算出します。 

落合さんの場合には 

・給与所得…690万円 

・不動産所得…▲50万円（土地等の取得に係る負債の利子 20万円を含む 

・譲渡所得…▲80万円(上場株式の売却損) 

・一時所得…▲60万円となっています。 

 

損益通算できる所得は、 

不動産所得、事業所得、山林所得、譲渡所得(生活上の必要のない資産、土地・建

物、株式等の譲渡損失は☓) 

 

・不動産所得 

不動産所得では土地取得のための借入金の利子（建物はOK）は損益通算できませ

ん。 

従って、50万円-20万円=30万円 

 

・譲渡損失 

株式の売却損は損益通算出来ません。 

 

・一時所得 

一時所得の金額＝総収入金額‐その収入を得るために支出した金額-特別控除額

（最高50万円） 

※総合課税においては 1/2 を合算する 

一時所得は損益通算が出来ないため、損失（▲）であった場合には 0円になりま

す。 

 

従って総所得金額は、 

690万円(給与所得)-30万円(不動産)=660万円 

 

従って、正解は【4. 660万円】   

  



問17  

会社員の鶴見さんは、妻と二人暮らしである。鶴見さんが2019年中に新築住宅を

購入し、同年中に居住を開始した場合の住宅借入金等特別控除(以下「住宅ローン

控除」という)に関する次の(ア) ~(エ)の記述について、正しいものには○、誤っ

ているものには×を解答欄に記入しなさい。なお、 鶴見さんは、年末調整および

住宅ローン控除の適用を受けるための要件をすべて満たしているものとする。  

 

(ア)鶴見さんが所得税の住宅ローン控除の適用を受ける場合、2019年分は確定申

告をする必要があるが、2020年分以降は勤務先における年末調整により適用を受

けることができる。  

 

(イ)2019年分の住宅ローン控除可能額が所得税から控除しきれない場合は、翌年

分の所得税から控除を受けることができる。  

 

(ウ)鶴見さんが転勤により単身赴任をする場合、所定の要件を満たしていれば住

宅ローン控除の適用を受けることができる。  

 

(エ)住宅ローン控除を受け始めてから5年目に繰上げ返済を行った結果、すでに返

済が完了した期間 と繰上げ返済後の返済期間の合計が10年未満となった場合で

も、繰上げ返済後に住宅ローン控除の適用を受けることができる。  

 

 

 

  



【答え】 

ア. 適切○ 

住宅ローン控除の適用を受ける場合、初年度は自分で確定申告をする必要があり

ますが、年末調整を受けている会社員であれば 2 年目以降は会社に必要書類を提

出すれば年末調整で住宅ローン控除の手続きをすることができます。  

 

 

イ.不適切☓ 

住宅ローン控除額のうち、所得税から控除しきれない部分について、翌年度の住

民税より控除することが可能です。 

 

 

ウ.適切○ 

単身赴任等で住宅ローン対象物件に住まなくなってしまった場合でも、配偶者や

家族がそのまま居住し続ければ、居住者が住み続けているものと扱われるので、

継続して住宅ローン控除を受けられます。 

 

 

エ. 不適切☓ 

住宅ローン控除の適用要件に償還期間が10年以上です。住宅ローンの繰上げ返済

によって返済期間が10年未満になると、その年以後は住宅ローン控除を受けるこ

とができません。  

 

  



問18  

会社員の長岡さんは、妻と子ども2人の4人家族である。2019年中における長岡さ

んの合計所得金額が930万円、妻の合計所得金額が100万円である場合、長岡さん

の2019年分の配偶者控除 または配偶者特別控除の金額として、正しいものはどれ

か。なお、長岡さんの妻は、長岡さんと生計を一にしており、老人控除対象配偶

者には該当しない。また、長岡さんと妻は内縁関係ではない。  

 

 

 
  



【答え】 

配偶者控除では納税者と生計を一にする配偶者で、 

・配偶者の合計所得金額が 38 万円以下(年収 103万円以下) 

・納税者本人の合計所得金額が 1,000万円以下 

の場合に適用されます。 

 
 

長岡さんの合計所得金額は930万円、妻は100万円ですので、 

妻の合計所得が38万円を超えているため、配偶者控除額は適用されません。 

 

配偶者特別控除は早見表より、18万円となります。 

 

従って、正解は【2. 配偶者控除 0円 配偶者特別控除 18万円】 

  



【第6問】下記の(問19)~(問22)について解答しなさい。  

問19  

松尾さんは、相続開始後の手続き等について、FPで税理士でもある大地さんに質

問をした。下記の空欄(ア)~(エ)に入る適切な語句を語群の中から選び、その番号

のみを解答欄に記入しなさい。なお、同じ語句を何度選んでもよいこととする。  

 
 

 

  



【答え】 

ア）相続では相続開始があったことを知った日から10ケ月以内に申告・納税を行

う必要があります。 

 

イ、ウ)相続の放棄をする場合には、相続の開始を知った日から3ヶ月以内に、家

庭裁判所へ必要書類の提出が必要です。 

 

エ）相続人が行う準確定申告では、相続の開始のあったことを知った日の翌日か

ら 4ヶ月以内に、亡くなった人の住んでいた住所の管轄税務署へ提出しなければ

いけません。 

 
従って、正解は【ア.5_10ヶ月 イ.2_3ヶ月 ウ.8_家庭裁判所 エ.3_4ヶ月】 

  



問20  

志田孝一さん(37歳)は、父(68歳)と叔父(65歳)から下記<資料>の贈与を受けた。

孝一さんの2019年分の贈与税額を計算しなさい。なお、父からの贈与について

は、2018年から相続時精算課税制度の適用を受けている。また、解答に当たって

は、解答用紙に記載されている単位に従うこと。  

 
 

  



【答え】 

贈与税では、暦年課税選択の場合、特例贈与財産として、20歳以上の受贈者がそ

の直系尊属(父母や祖父母))からの贈与について特例税率の適用を受けられます。 

 

また、相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控除額2,500万円を控除

し、その金額を超えた金額には一律20%乗じて計算されます。 

この制度を利用したら暦年課税には戻れません。 

ただし、この制度以外からの贈与者から贈与を受けた場合は暦年課税が適応され

ます。  

 

従って、父からの贈与は2018年分と2019年の贈与額の合計が2,800万円となり、相

続時精算課税制度の特別控除額2,500万円を300万円超えてしまいます。 

従って20%を乗じます。 

 

300万円×20%=60万円 

 

叔父からの贈与では特例贈与財産の700万円から、暦年課税の基礎控除110万円が

控除されますので、590万円。 

 

速算表から 

590万円×30%-65万円=112万円 

合計すると60万円＋112万円=172万円 

 

 

従って、正解は【172万円】 

  



問21  

関根さんは、自宅の取得に当たり、FPで税理士でもある浅田さんに「直系尊属か

ら住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税」について質問をした。

下記の空欄(ア)~(エ)に入る適切な語句を語群の中から選び、その番号のみを解答

欄に記入しなさい。  

 
  



【答え】 

ア）直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の贈与税の非課税の要件と

して、取得した家屋・またはその家屋の登記簿上の床面積が50㎡以上240㎡以下

で、その床面積の2分の1以上に相当する部分を居住用とすること。 

 

 

イ）平成28年1月1日〜令和2年3月31日までに直系尊属より贈与を受けた住宅所得

投資金の場合の限度額は、 

・省エネ等住宅の場合には 700 万円  

・その他の住宅の場合には 1,200 万円  

でしたが、2019年（平成31）年4月〜2020年(令和2年)3月までで消費税10%で取得

した場合には 

・省エネ等住宅の場合には 3,000万円  

・その他の住宅の場合には 2,500万円  

 

と、なっており、関根さんの場合には2019年8月に消費税10%で売買契約をした省

エネ住宅ですので、非課税限度額は3,000万円 

 

 

ウ）暦年課税の110万円の基礎控除は「直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受け

た場合の贈与税の非課税」の他に「直系尊属から結婚・子育て資金の一括贈与を

受けた場合の贈与税の非課税」や「教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税」

と併用することができます。  
 

 

エ）贈与税の申告書の提出期間は、贈与を受けた翌年の2⽉1⽇から3⽉15⽇までの
間に、贈与を受けた⼈の住所を所轄する税務署⻑へ、提出しなければいけませ
ん。 
 ※所得税の場合は2⽉16⽇から3⽉15⽇  
 

 

従って、正解は【ア.2._50  イ. 4_3,000万円 ウ.5_受けることができます 

エ.8_翌年3月15日】 

  



問22  

下記<資料>の宅地(貸家建付地)に係る路線価方式による相続税評価額の計算式と

して、正しいものはどれか。  

 
  



【答え】 

・貸家建付地の評価額を求める式は 

貸家建付地の評価額＝自用地評価額×(１－借地権割合×借家権割合×賃貸割合) 

 

資料より、借地権割合：70% 借家権割合：30% 賃貸割合:満室(100%) 

 

・自用地評価額の求め方は 

路線価方式の宅地の自用地評価額=路線価×奥行価格補正率×地積 

 

・路線価の単位 

路線価は千円単位で表され、アルファベットに借地権割合が割り当てられていま

す。 

資料の300Cは300千円→30万円で借地権70% 
アルファ

ベット 
A B C D E F G 

借地権割

合 
90% 80% 70% 60% 50% 40% 30% 

 

従って、300,000円×1.00×300㎡=90,000,000円 

 

9千万円×(1-70%×30%×100%)=71,100,000円 

         (1-0.7×0.3×1)=0.79 

 

 

従って、正解は【4. 300.000円×1.00×300㎡×(1-70%×30%×100%）】 

  



【第7問】下記の(問23)~(問25)について解答しなさい。  

 
 

  



問23  

小田家のキャッシュフロー表の空欄(ア)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。  

 

  



【答え】 

 
ア)資料より、基本生活費は基準年302万円、変動率1% 

3年後の基本生活費を求めるには年利1%を3年間複利計算することで求めます。 

 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

302万円×(1＋1%)3 

 

※電卓での計算は、まず(1＋0.01)を計算し1.01。×を2回＝を年数−１回 

1.01××＝＝1.030301 

3,020,000×1.030301=3,111,509.02 

問題文の記述より万円未満を四捨五入により、311万円 

 

従って、正解は【311万円】 

  



問24  

小田家のキャッシュフロー表の空欄(イ)に入る数値を計算しなさい。なお、計算

過程においては端数処理をせず計算し、計算結果については万円未満を四捨五入

すること。  

  



【答え】 

 
基準年の金融資産残高を変動率で計算し、1年後の年間収支と合算させます。 

 

まず変動率をかけた1年後の金融資産残高 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

765万円×(1＋1%)=7,726,500 

7,726,500＋750,000=8,476,500 

問題文の記述より万円未満は四捨五入となるので、848万円 

 

従って、正解は【848万円】 

  



問25  

龍太さんは、現在居住している自宅の住宅ローン(全期間固定金利、返済期間35

年、元利均等返済、 ボーナス返済なし)の繰上げ返済を検討しており、FPの東さ

んに質問をした。龍太さんが住宅ローンを208回返済後に、100万円以内で期間短

縮型の繰上げ返済をする場合、この繰上げ返済により軽減される返済期間を解答

欄に記入しなさい。なお、計算に当たっては、下記<資料>を使用し、繰上げ返済

額は100万円を超えない範囲での最大額とすること。また、繰上げ返済に伴う手数

料等は考慮しないものとし、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位

に従うこと(解答用紙に記載されているマス目に数値を記入すること)。 

  

 
  



【答え】 

住宅ローンの繰り上げ返済の方法には「返済額軽減型」と「期間短縮型」があり

ます。 

返済額軽減型…繰り上げ返済した金額により、毎月の返済額が均等に安くなる

が、返済期間は変わらない。 

 

期間短縮型…繰り上げ返済した金額により、毎月の返済額は変わらないが、返済

期間を短くする。 

 

問題では208回後に期間短縮型の繰り上げ返済をする。 

208 回の借入残高は 19,583,063円 

100万円の繰上げ返済を行う場合、借入残高は 18,583,063円となります。 

 
資料から、18,583,063円を超えない範囲は222回がわかります。 

 

従って、208回の借入残高19,583,063円-222回の借入残高18,628,922=954,141 

円 

222回-208回=14回 

 

従って、正解は【1年2ヶ月】 



【第8問】下記の(問26)~(問28)について解答しなさい。  

 
 

  



問26  

井上さんは、将来の有料老人ホームへの入居に備え、新たに積立てを開始する予

定である。毎年年末に100万円を積み立てるものとし、10年間、年利1.0%で複利運

用しながら積み立てた場合、10年後の合計額はいくらになるか。  

  



【答え】 

毎年一定額を積立た場合の一定期間後の元利合計を求める場合には年金終価係数

を用います。 

 

毎年の積立額×年金終価係数=一定期間後の元利合計 

 

問題では 

・毎年100万円の積立 

・年利1.0% 

・10年後の合計額 

 
 

100万円×10.462=10,462,000円 

 

従って、正解は【10,462,000円】 

  



問27  

永井さんは、相続により受け取った2,500万円を運用しようと考えている。これを

5年間、年利1.0%で複利運用した場合、5年後の合計額はいくらになるか。  

  



【答え】 

現在の金額を複利で運用した場合の、一定期間後の金額を求めるには終価係数を

用います。 

 

元金×終価係数=一定期間後の金額 

 

問題では 

・元金2,500万円 

・年利1.0% 

・5年後の合計額 

 
 

2,500万円×1.051＝26,275,000円 

 

従って、正解は【26,275,000円】 

  



問28  

香川さんは、退職金として受け取った1,500万円を老後の生活資金の一部として使

用するつもりである。これを15年間、年利1.0%で複利運用しながら毎年1回、年末

に均等に取り崩すこととした場合、毎年年末に取り崩すことができる最大金額は

いくらになるか。  

  



【答え】 

現在の一定額を一定期間で取崩した場合の毎年の受取額を求めるには資本回収係

数を用います。 

 

元金×資本回収係数=毎年取り崩せる金額 

 

問題では 

・元金1,500万円 

・15年運用 

・年利1.0% 

 
 

1,500万円×0.072=1,080,000円 

 

従って、正解は【1,080,000円】 

  



【第9問】下記の(問29)~(問34)について解答しなさい。  

 
  



問29  

進太郎さんは下記<資料>のRA銀行の外貨定期預金キャンペーンに関心をもってい

る。この外貨定期預金について、満期時の外貨ベースの元利合計額を円転した金

額として、正しいものはどれか。  

 
 

  



【答え】 

計算の手順 

1.利息額の計算 

2.利息に対しての源泉徴収 

3.満期時の外貨ベースの元利合計 

 

1.利息額の計算 

10,000米ドルを年利4.0%で3ヶ月満期ですので、 

10,000米ドル×4.0%×3/12=100米ドル 

 

米ドル建ての利息額の２０％が源泉徴収 

 

100米ドル×(1-0.2)=80米ドル 

よって、元金の合計は 10,080米ドル 

 

円から外貨に換える時には TTSを使用します。 

外貨から円に換える時には TTB を使用します。  

 

 

10,080米ドルを円に換えるため TTB(1米ドル 106.00円)を使用します。 
 

従って、10,080米ドル×106.00円=1,068,480円 

 

 

従って、正解は【4. 1,068,480円】 
  



問30  

進太郎さんは、正樹さんの大学進学を控えて奨学金や教育ローンに関心をもち、

FPの長谷川さんに質問をした。長谷川さんが日本学生支援機構の貸与型奨学金(第

一種・第二種)および日本政策金融公庫の教育一般貸付(国の教育ローン)について

説明する際に使用した下表の空欄(ア)~(ウ)にあて はまる語句の組み合わせとし

て、最も適切なものはどれか。  

 

 
 

  



【答え】 

ア、イ）日本学生支援機構の貸与型奨学金の貸付対象者は学生・生徒本人です。 

申し込み時期は、年度ごとに決められた時期で、学校を通して申し込みます。 

 

ウ）日本政策金融公庫の教育一般貸付(国の教育ローン)の返済開始時期は、借り

入れた日の翌月か、もしくは翌々月で、希望日を選ぶことができ、その日からの

返済となります。 

 

 

従って、正解は【２．（ア）学生・生徒本人 （イ）決められた募集期間内 

（ウ）借入日の翌月または翌々月の返済希望日】 

  



問31  

進太郎さんが契約している定期保険Aに関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。  

 

1.進太郎さんが支払う定期保険Aの保険料は、一般の生命保険料控除の対象とな

る。  

 

2.進太郎さんが中途解約した際に受け取る解約返戻金は、所得税の課税対象とな

る。  

 

3.進太郎さんが余命6ヵ月以内と診断されて受け取るリビングニーズ特約保険金

は、所得税の課税対象となる。  

 

4.進太郎さんが死亡し江里子さんが受け取る死亡保険金は、相続税の課税対象と

なる。  

 

 

  



【答え】 

・保険金を受け取る場合に、契約者、被保険者、受取人が誰なのかによって、課

税される税金は異なります。 

また、保険料控除は以下の内容によって分けられます。 

契約者 被保険者 保険金受取人 課税関係 

A A Ｂ 相続税 

A Ｂ A 所得税・住民税・

一時所得 

A Ｂ C 贈与税 

 
一般の生命保険料控除 

 

生存・死亡に起因して保険金や給付金が支払

われる部分の保険料(5年未満の貯蓄保険や団

信は対象外)  

 

個人年金保険料控除 

 

条件を満たす個人年金保険料税制適格特約が

付加された契約の部分の保険料 

 

介護医療保険料控除 

 

がん、介護、医療など入院・通院等に起因し

て保険金等が支払われる部分の保険料 

 

 

1.適切。 

定期保険とは、生存・死亡に起因して保険金や給付金が支払われる部分の保険料

ですので、一般の生命保険料控除の対象です。 

 

2.適切。 

契約者本人が受け取る解約返戻金は、一時所得として所得税・住民税の対象で

す。 

 

3.不適切。 

リビング・ニーズ特約は、余命が6ヶ月以内と診断された場合に、保険料が前倒し

で支払われる保険で、受け取った保険料は非課税となります。受け取った保険料

を残して、他界してしまった場合には相続税の課税対象です。 

 

4.適切。 

契約者と被保険者が同一で、保険料の受取人が異なる場合には相続税の課税対象

です。 

 

従って、正解は【3】 

  



問32  

進太郎さんは、つみたてNISA(非課税累積投資契約に係る少額投資非課税制度)と

iDeCo(個人 型確定拠出年金)についてFPの長谷川さんに質問をした。長谷川さん

がつみたてNISAとiDeCoの概要を説明する際に使用した下表の空欄(ア)~(エ)に入

る適切な数値または語句を語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しな

さい。  

 
  



【答え】 

ア.イ）つみたてNISAでは非課税期間は20年、年間投資上限は40万円です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

ウ）個人型確定拠出年金（iDeCo）では、通算の加入期間が 10年以上ある人は 60

歳以降、老齢給付を受けられます。ただし 70歳までに受給を開始しなければなり

ません。 

 

エ）個人型確定拠出年金（iDeCo）の節税効果 

拠出時 小規模企業共済等掛金控除⇒所得税控除となります。 

運用中 非課税 (利息・収益分配金・売却益) 

給付時 一時金 退職所得控除の適用 

     年金  公的年金等控除の適用 

 

従って、正解は【(ア)1.20 (イ)3.40 (ウ)5.60 (エ)11.小規模企業共済等掛

金】 

  



問33  

進太郎さんは、健康保険料について確認したいと思い、FPの長谷川さんに質問を

した。進太郎さんの健康保険料等に関する次の(ア)~(エ)の記述について、適切な

ものには○、不適切なものには× を解答欄に記入しなさい。なお、進太郎さんは

全国健康保険協会管掌健康保険(以下「協会けんぽ」という)の被保険者である。

また、健康保険料の計算に当たっては、下記<資料>に基づくこととする。  

 
  



【答え】 

ア）不適切☓ 

健康保険の保険料負担額は、被保険者の標準報酬月収、及び標準賞与額に保険料

率を掛けて計算します。 

雇用されている事業者との折半となりますので、合計額を1/2したものが負担すべ

き保険料となります。 

 

進太郎さんは48歳で、40歳以上65歳未満は公的介護保険の第2号被保険者に該当し

ます。 

・公的介護保険 

  第１号被保険者 第２号被保険者 

対象者 ６５歳以上 ４０歳以上〜６５歳未満 

保険料 

 

市区町村が所得に応じる 

 

・健康保険 

協会けんぽの介護保険料は

1.79％で全国一律(令和2年現

在) 

・国民健康保険の場合 

前年の所得に応じる。 

受給者 要介護・要支援者 特定疾病により、要介護・要支

援になった人 

利用者 

自己負担 

年金収入280万円未満 

１割負担 

年金収入280万円以上 

2割負担 

年金収入等340万円以上 

3割負担※平成30年8月〜 

（支給限度額を超えた部分は

全額自己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

ケアプラン作成費は負担なし 

原則１割負担 

（支給限度額を超えた部分は全

額自己負担） 

食費・住居費は全額自己負担 

ケアプラン作成費は負担なし 

 

従って資料より、毎月の給与に係る健康保険料は 
毎月の標準報酬月額は560,000円×11.73%×1/2=32,844円 

  



イ) 不適切☓ 

健康保険の保険料負担額は、被保険者の標準報酬月収、及び標準賞与額に保険料

率を掛けて計算します。 

雇用されている事業者との折半となりますので、合計額を1/2したものが負担すべ

き保険料となります。 

 

 

ウ)適切○ 

被保険者として負担した健康保険料は、全額が社会保険料控除の対象です。 

(国民年金、厚生年金も対象) 

 

 

エ）適切○ 

協会けんぽの介護保険料率は、全国一律ですが、健康保険料率は都道府県ごとに

定められています。 

  



問34  

江里子さんの母親の信子さんは、2020年2月に65歳となる。信子さんの国民年金の

保険料納付状況が下記のとおりである場合、信子さんに65歳から支給される老齢

基礎年金の額として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっては、下記<老齢

基礎年金の計算式>を使用し、振替加算は考慮しないものとする。  

 
 

  



【答え】 

老齢基礎年金の計算方法は、 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40 年×12ヶ月) 

 

・信子さんの保険料納付済み期間は324月と84月を足した408月です。 

・信子さんの免除期間は全額免除24月と半額免除12月ありますので、資料より、

免除に応じた割合で計算し、免除期間として反映させます。 

 

24月×1/3=8月 

12月×2/3=8月 

計424月 

式に当てはめると 

 

780,100円×424月÷480=689088.33… 

円未満四捨五入により689,088円 

 

従って、正解は【3. 689,088円】 

  



【第10問】下記の(問35)~(問40)について解答しなさい。  

<設例> 国内の上場企業であるQA社に勤務している飯田貴博さんは、QA社の早期退

職制度を利用して2020年4月に退職する予定である。そこで、今後の生活のことな

どに関して、FPで税理士でもある安藤さんに相談をした。なお、下記のデータは

2020年1月1日現在のものである。  



 
 

  



 
  



問35  

FPの安藤さんは、まず現時点(2020年1月1日)における飯田家(貴博さんと友里さ

ん)のバランスシート分析を行うこととした。下表の空欄(ア)に入る数値を計算し

なさい。  

 
  



【答え】 

総資産を求める場合には資産合計額-負債合計額で求められます。 

 

 
資産合計は 

預貯金等3,460万円＋1,600万円＋債権・株式1,250万円＋投資信託1,420万円＋不

動産2,500万円＋2,500万円＋500万円＋500万円＋1,100万円＋動産等320万円＋150

万円＋生命保険返戻金120万円＋280万円=15,700万円 

 

負債合計は 

住宅ローン530万円＋420万円＋自動車ローン60万円=1,100万円 

15,700万円-1,100万円=14,600万円 

 

従って、正解は【ア.14,600万円】 



問36  

貴博さんが2020年1月1日に死亡した場合の相続税の総額として、正しいものはど

れか。なお、相続税の課税対象となる財産の課税価格は、下記<資料>のとおりで

あるものとし、計算に当たっては、下記<計算過程>に従って計算すること。ま

た、相続を放棄した者はいないものとする。  

 
 

  



【答え】 

資料より計算の手順 

①相続税の課税価格の合計額を計算 

②相続税の課税価格の合計額から基礎控除を差し引き、課税遺産総額を算出 

③課税遺産総額を各法定相続人が法定相続分に応じて取得したものとして、それ

ぞれの取得金額を計算 

④それぞれの取得金額に対して相続税の速算表を適用 

⑤上記④で算出された税額を合計し、相続税の総額を算出 

 

・相続税とは相続または遺贈により財産を取得したときにかかる税金のことで

す。課税対象となる相続財産には「本来の相続財産」と「みなし相続財産」があ

ります。 

「本来の相続財産」とは相続や遺贈により取得した財産で、預金や株、債券など

金銭で見積もることができます。 

「みなし財産」とは生命保険や退職金などで、実質的に相続財産とみなして、相

続税の課税対象としているものです。 

 

①課税対象の財産は死亡保険金と、死亡保険金以外の財産 9,000万円です。 

 
 

死亡保険金は貴博さんが契約者・被保険者となっている保険から支払われます。 

定期保険特約付終身保険 A：300万円＋3,000万円 

医療保険 C:100万円 

合計 3,400万円 

 

・生命保険金や死亡退職金を受け取った場合に、以下で求められる額は非課税と

なります。 

 

非課税限度額＝500万円×法定相続人の数 

 



子がいない貴博さんご家族では相続人は、配偶者の友里さんと直系尊属の昌子さ

んとなります。 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 
 

従って、500万円×2人=1,000万円 

＝3,400万円-1,000万円=2,400万円 

課税合計額＝2,400万円＋9,000万円＝11,400万円 

 

②相続税の課税価格の合計額から基礎控除を差し引き、課税遺産総額を算出。 

基礎控除額は法定相続人の数で決まります。 

相続課税価格が基礎控除額以下であれば課税されないので、申告書の提出は不要

となります。 

相続税の基礎控除の算式 

＝3,000万円＋600万円×法定相続人の数 

 

従って、3,000万円＋600万円×２＝4,200万円 

 

課税遺産総額 

11,400万円-4,200万円＝7,200万円 



③④課税遺産総額を各法定相続人が法定相続分に応じて取得したものとして、そ

れぞれの取得金額を計算 

●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

法定相続人が配偶者と直系尊属の場合、配偶者 2/3、直系尊属 1/3 です。 

 
配偶者友里さん：7,200万円×2/3×20%-200万円=760万円 

             (4,800万円) 

 

直系尊属昌子さん:7,200万円×1/3×15%-50万円＝310万円 

           (2,400万円) 

⑤上記④で算出された税額を合計し、相続税の総額を算出 

 

760万円＋310万円=1,070万円 

 

従って、正解は【2. 1,070万円】 

  



問37  

貴博さんは、自分が死亡した場合に備えて、自宅(土地・建物)を友里さんに生前

贈与することを検討している。仮に現時点(2020年1月1日)で貴博さんが保有する

自宅(土地・建物)の持分すべてを、贈与税の配偶者控除を活用して友里さんに生

前贈与した場合、友里さんが納付すべき贈与税額として、正しいものはどれか。

なお、友里さんは贈与税の配偶者控除の適用を受けるための要件をすべて満たし

ており、2020年においてこれ以外に贈与により取得する財産はないものとする。  

 
 

  



【答え】 

贈与税の配偶者控除とは、一定の適用要件のもとで、配偶者が居住用 不動産やそ

の購入資金を贈与された場合に贈与税の課税価格から控除できる規定です。 控除

額は2,000万円です。ただし、贈与税の基礎控除110万円とは別で加算できます。

合計2,110万円までは非課税となります。  

 

資料より、贈与される財産は土地：2,000万円と建物：500万円です。 

 
従って、贈与税の配偶者控除と基礎控除をあわせた2,110万円の控除を適用する

と、 

2,500万円-2,110万円＝390万円 

直系尊属から贈与を受けた財産ではないので、速算表は(ロ)を使用します。 

 
390万円×20%-25万円=53万円 

 

従って、正解は【3. 530,000円】 

  



問38  

友里さんは、貴博さんが万一死亡した場合の公的年金の遺族給付について、FPの

安藤さんに質問をした。仮に貴博さんが2023年4月に58歳で死亡した場合、友里さ

んが受給できる遺族給付に関する次の(ア)~(エ)の記述について、正しいものには

○、誤っているものには×を解答欄に記入しなさい。なお、貴博さんは、大学卒

業後22歳で就職してから2020年4月に退職するまで継続して厚 生年金の被保険者

であり、その後死亡するまでは国民年金の第1号被保険者として保険料を納付して

いたものとする。また、貴博さんと友里さんに子どもはおらず、記載以外の遺族

給付の受給要件はすべて満たしているものとする。 

  

(ア)貴博さんの死亡時点において、友里さんは遺族基礎年金と遺族厚生年金(中高

齢寡婦加算額を含む)を受け取ることができる。  

 

(イ)貴博さんが死亡したことにより、友里さんが65歳に達するまで受給できる遺

族厚生年金の額 (中高齢寡婦加算額を除く)は、貴博さんの厚生年金被保険者期間

に基づく老齢厚生年金の報酬比例部分の年金額の4分の3に相当する額となる。 

 

(ウ)友里さんに遺族給付の受給権が発生し、その後、老齢給付の受給権が発生し

た場合、友里さんは65歳前においては遺族給付と老齢給付の両方を同時に受給す

ることはできない。  

 

(エ)友里さんに遺族厚生年金の受給権が発生し、その後、老齢基礎年金と老齢厚

生年金の受給権が発生した場合、友里さんは65歳以後において遺族厚生年金の全

額を受け取ることができる。  

 

 

  



【答え】 

ア）不適切☓ 

・遺族基礎年金の支給要件  

被保険者または老齢基礎年金の受給資格期間が25年以上ある者が死亡したとき。

(ただし、死亡した者について、保険料納付済期間 (保険料免除期間を含む。)が

加入期間の3分の2以上あること。)  

・対象者  

死亡した者によって生計を維持されていた、子のある配偶者・子  

 

・遺族厚生年金 

被保険者または老齢基礎年金の受給資格期間が 25年以上ある者が死亡したとき。

(ただし、死亡した者について、保険料納付済期間 (保険料免除期間を含む。)が

加入期間の 3分の 2以上あること。)  

 

遺族厚生年金を受給できる遺族の範囲は、妻、子、孫、および 55歳以上の夫、父

母、祖父母となっています。  

 

厚生年金保険の被保険者である夫が死亡し、子のない 40歳以上から 6 5歳になる

前(中高齢の時期)までの妻の遺族厚生年金には、中高齢寡婦加算額(有期年金)が

加算支給されます。大前提として、遺族厚生年金を受け取っていることが必要で

す。  

 

子のない友里さんは、遺族基礎年金は支給されません。 

貴博さんは22歳で就職後、継続的に厚生年金の被保険者であったため、55歳であ

る友里さんには遺族厚生年金、中高齢寡婦加算が支給対象です。 

  



イ）適切○ 

遺族厚⽣年⾦の年⾦額は⽼齢基礎年⾦の報酬⽐例部分の4分の3相当額です。  
 

 

ウ)適切○ 

年金は1人1年金が原則となっており、同じ事由での年金は同時に受給することは

できません。2つ以上の支給を受けられる場合にはどちらかを選択しなくてはいけ

ません。 

 

 

エ)不適切☓ 

受給権者が 65歳以上の場合、遺族厚生年金と老齢厚生年金は併給されます。ただ

し、老齢厚生年金が優先して支給され、老齢厚生年金より遺族厚生年金の年金額

が多い場合、その差額が遺族厚生年金として支給されます。 

 

遺族厚生年金が老齢厚生年金よりも多い場合には、全額支給。 

  



問39  

WA社に正社員として勤務している友里さんは、現在加入している雇用保険につい

て、FPの安藤さんに質問をした。安藤さんが行った雇用保険の加入や給付に関す

る次の説明の空欄(ア)~(エ)にあてはまる語句の組合せとして、正しいものはどれ

か。  

 
  



【答え】 

ア）雇用保険では、65歳未満を一般被保険者とし、65歳以上を高年齢被保険者と

します。 

 

 

イ）雇用保険では給付待機期間として7日間、自己都合よる離職は7日+3ケ月の給

付制限があります。  

 

 

ウ、エ)高年齢になっても雇用の継続を支援する一時金として、高年齢求職者給付

金が支給され、失業や退職日直前の1年間に合計で6ヶ月以上の雇用保険の加入期

間があれば、何度でも支給を受けられます。 

 

 

従って、正解は【3.（ア）65歳 （イ 3ヵ月 （ウ）求職者 （エ）支給要件を

満たすたびに】 
  



問40  

貴博さんは、将来を見据え後期高齢者医療制度について理解を深めたいと思い、

FPの安藤さんに質問をした。後期高齢者医療制度に関する下表の空欄(ア)~(エ)に

入る適切な語句を語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



【答え】 

後期高齢者医療広域連合とは、各都道府県の市町村が加入する、高齢者の医療を

確保する団体で、団体への加入対象者は 75歳以上、または 65歳以上 74歳未満の

障害認定を受けた人が対象者です。  

 

後期高齢者医療制度の保険料の自己負担割合は、被保険者単位で、現役並み所得

者である場合の自己負担額は 3割、それ以外の者である場合は 1割です  

 

 

従って、正解は【(ア)2. 後期高齢者医療広域連合 (イ)6. 75歳 (ウ)7. 1割 

(エ)10. 被保険者】 

 

  



-終- 


